
議案第１号

県立高等学校専攻科の在り方について

県立高等学校専攻科の在り方について、別紙のとおり提出します。

平成２０年７月１５日

鳥取県教育委員会教育長 中 永 廣 樹



県立高等学校専攻科の在り方について

高 等 学 校 課

１ 平成２１年度以降の県立高等学校専攻科の存廃について

平成２１年度以降の県立高等学校専攻科の存廃の方針については、次のとおりとす

る。

学 校 名 方 針

平成１７年１１月定例教育委員会における議決のとおり、平成
鳥取東高等学校 ２１年度から募集停止する。

平成１７年１１月定例教育委員会議決後の状況の変化に鑑み、
倉吉東高等学校

平成２１年度から２年間募集を継続する。

その後の存廃については、県内の経済情勢、民間予備校の実績、

生徒・保護者のニーズ及び県民の意向などを総合的に勘案し、平
米子東高等学校

成２２年度までに判断を行う。

２ 陳情書に係る採択の可否について

鳥取県教育委員会請願規則（昭和５５年教育委員会規則第２号）第３条の規定に基

づき、教育委員会へ提出された陳情書の採択の可否を次のとおり決定する。

提出年月日・宛先 件名及び提出者 採否の結果

不採択

(理由)

鳥取東高等学校、倉吉東高等学校、 民間に移行できるものは民間

米子東高等学校に設置されている に任せるべきとの基本方針に立

平成１９年１１月９日付 専攻科の存続について ち、一校は募集停止とし、他の

二校についての存廃は、民間予

教育長あて陳情 鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会 備校の状況等を勘案して、平成

会長 池成幸吉 ２２年度までに判断を行うこと

から、平成２３年度以降も含め

た将来にわたっての存続を求め

る当該陳情は不採択とするもの



１ 平成２０年５月定例県議会での議論
（１）県議会答弁の概要

区 分 質 問 答 弁
一般質問 専攻科は、別に公立 県教育委員会としても、基本的には、民間に移行でき
(６月５日) 高校に併設でなくても、 るものは、民間に任せるべきと考えている。民間におい
湯原議員 民間でもいいのではな て、生徒が勉強に専念できる環境が整っている場合には、
(会派「信」) いかと考える。教育長 私としては特に異論はないところ。

の所見を伺う。
一般質問 教育委員会は自らの 中部及び西部については、現段階では、民間予備校が
(６月12日) 意志で、専攻科の存続 未だ十分な受け皿になっているとは言えないのではない
興治議員 について議会に提案し かと私も感じているところ。また、授業料減免率の増も
(会派「信」) てほしい。教育長の見 心配。

解を問う。 しかし、今決まっている方針のもと、３年間の状況を
踏まえ、県議会で十分な審議がなされていると思う。審
議がなされて新たな局面があれば、教育委員会としても
改めて検討し、判断する必要があると考える。

（２）６月１７日県議会教育民生常任委員会の概要
○鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会長からの陳情「鳥取東高等学校、倉吉東高等学校、
米子東高等学校に設置されている専攻科の存続について」については不採択

○常任委員会として議員提出議案「県立高等学校専攻科に関する決議」を発議
県立高等学校専攻科に関する決議

県立高等学校専攻科は、高等学校を卒業した生徒に対する受験指導を中心としながら、高
等学校教育の延長として、生徒の人間形成に重要な役割を果たしてきたところである。しか
し、県内において私立予備校の整備が進むなど、専攻科の設立当時の目的が失われつつある
として、本議会は、平成17年９月定例会において専攻科の見直しを求める決議を採択した。

これを踏まえて、県教育委員会は、平成17年11月、
(１)鳥取東高と米子東高の専攻科については、平成18年度から募集定員を10人減として３
年間募集を継続し、平成21年度から募集停止とする、

(２)倉吉東高の専攻科については、平成18年度から募集定員を10人減として３年間募集を
継続し、その後の存廃については、当該地区の生徒のニーズ等を勘案しながら、平成２
０年度までに判断を行う

とする方針を決定した。また、私立予備校との公平な競争の確保のため、授業料の引き上げ
等の措置を行ってきたところである。

しかし、中部、西部地区においては、私立予備校のみではいまだに県内の浪人生に十分に
対応できている環境にあるとは言い難く、特に、西部地区において浪人生が県外に出てしま
う状況にあり、保護者の経済的な負担が大きくなっている。加えて、県内経済の低迷と所得
格差の拡大により、県立高校において授業料減免者の比率が平成19年度で21.3％と５～６年
前の２倍にのぼるなど、家計における教育費の負担が年々重くなっており、これに対する措
置も必要と考えられる。

よって、本議会は、平成17年９月定例会における決議後の状況の変化に鑑み、中部地区及
び西部地区における専攻科を来年度以降２年間存続させ、その間、県内の経済情勢、私立予
備校の実績及び経営状況、生徒のニーズ、県民の意向などを総合的に勘案し、存廃について
の検討を行うこと。加えて、高校教育の更なる充実について早急な検討を行うことを強く求
め、ここに決議する。

平成20年６月18日 鳥 取 県 議 会

（３）６月１８日県議会決議
藤縄常任委員会委員長より「県立高等学校専攻科に関する決議」について
議案提出、提案理由説明

反対討論：松田議員(無所属)、賛成討論：浜崎議員(自由民主党)
→ 起立多数により可決

※議会終了後、決議とは異なる意見を持つ議員から連名により申し入れあり
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２ 県教育委員会としての方針
○民間に移行できるものは、民間に任せるべき
○県民の代表である県議会の決議を、県教育委員会としても尊重

３ 情勢の変化
○平成１７年１１月の方針策定後、専攻科の定員を徐々に減らし、授業料も値上げ
しながら、穏やかに民間への移行を図ってきた
・平成１８年度から各地区の定員を１０名減
・授業料・入学料も、平成１７年度以前の１６７，５５０円から段階的に引上げ、

平成１９年度には２７１，６００円にしたところ
→ 当時は、こうした見直しによって、県内民間予備校へ進学する生徒が増える
ものと予測

○平成１９年１１月、高等学校ＰＴＡ連合会から専攻科の存続を求める陳情
＜状況分析＞
・中部地区においては他地区へ、西部地区においては、県外へと流出する傾向が
継続

・平成２０年度の専攻科における授業料減免率は１７．３％であり、県立高等学
校全体では２０．２％にも及んでいることから、経済情勢が家庭に影響してい
るのではないかとも危惧

→ 公教育の役割として、親の世代の経済格差が教育格差へと連鎖しないよう
配慮が必要

・専攻科が永年培ったノウハウや指導力、進学実績等が評価され、平成２０年度
の競争率は、中部地区１．１９倍、西部地区１．７０倍

４ 基本的な考え方
○県内にあっても、県外にあっても鳥取県を支えたり、鳥取県に誇りや愛着を持つ
人材育成

○大学全入時代とはいえ、子どもたちは、入学できればどこでもよいというもので
はなく、それぞれ将来に夢や希望を抱いて頑張っている生徒も多く、それを支え
る場が必要

大都市圏においては、子どもたちの様々な夢や希望の実現を支えるため、
多様な学習の場が用意されているが、本県においては、こうした教育の場
が限られているのが実情

○今、県教育委員会として考えなければならないことは、国立、県立、私立にこだ
わることなく全県的な視野で教育環境を見わたし、子どもたちに、多様な学習の
場をどれだけ用意できるか

↓
中部及び西部については、専攻科の募集を平成２１年度から２年間継続し
県内の経済情勢、私立予備校の実績、生徒・保護者のニーズ及び県民の意向
などを再度検証
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５ これまでの経緯

（１） 平成１７年６月定例県議会において、鳥取県私立学校協会からの陳情「県立高等

学校専攻科の廃止について」が研究留保

（２） 県立高等学校ＰＴＡ会長が連名で、「県立高等学校専攻科の存続について」要望

書を提出（東部地区：６月、中・西部地区：８月）

（３） 平成１７年９月定例県議会において､「県立高等学校専攻科の存廃に関する決議」

１ 募集定員は、平成１７年度より１校あたり少なくとも１０人減とすること。

２ 少なくとも平成２０年度までに、専攻科を廃止すること。ただし、中部地

区については、私立予備校の現状を踏まえ、専攻科の存廃を含めて検討を

進めること。

３ 特定の高等学校以外の高等学校の卒業生にも入りやすい選抜方法の改善に

努めること。

４ 授業料については、所得に応じた負担軽減や私立予備校との格差是正を含

めた改革を早急に行うこと。

（４） 平成１７年１１月、「県立高等学校専攻科の廃止・縮小について」決定

○鳥取東高等学校と米子東高等学校の専攻科については、平成１８年度から募

集定員を､５０人（△１０人）とした上で３年間募集を継続し、平成２１年

度から募集停止とする。

○倉吉東高等学校については、平成１８年度から募集定員を､７０人(△１０人）

とした上で３年間募集を継続する。その後の存廃については、当該地区の生

徒のニーズ等を勘案しながら、平成２０年度までに判断を行う。

（５) 平成１９年１１月９日、鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会長が、教育長に対し

「鳥取東高等学校、倉吉東高等学校、米子東高等学校に設置されている専攻科の存

続について」陳情

※その他の提出先： 県議会議長・教育民生常任委員会委員長、知事

（６） 平成１９年１２月１８日、定例県議会において、鳥取県高等学校ＰＴＡ連合会長

からの陳情「鳥取東高等学校、倉吉東高等学校、米子東高等学校に設置されている

専攻科の存続について」が研究留保

（７） 平成２０年３月２５日、定例県議会において、同陳情が再び研究留保
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（単位：人）

20 50 47 0.94 47 45

19 50 57 1.14 52 52

18 50 42 0.84 42 40 募集定員減 ６０→５０

17 60 42 0.70 41 41

16 60 42 0.70 40 38

15 60 61 1.02 60 56 募集定員減 ８０→６０

14 80 85 1.06 83 80

13 80 74 0.93 74 71

12 80 85 1.06 80 79 募集定員減 １００→８０

11 100 94 0.94 90 87

10カ年平均 0.94

20 70 83 1.19 70 70

19 70 95 1.36 74 73

18 70 69 0.99 69 67 募集定員減 ８０→７０

17 80 82 1.03 81 77

16 80 97 1.21 85 85

15 80 110 1.38 84 83

14 80 116 1.45 91 91

13 80 109 1.36 90 90

12 80 104 1.30 90 90 募集定員減 １００→８０

11 100 120 1.20 106 103

10カ年平均 1.25

20 50 85 1.70 52 52

19 50 69 1.38 52 52

18 50 45 0.90 45 43 募集定員減 ６０→５０

17 60 96 1.60 65 64

16 60 61 1.02 61 61

15 60 90 1.50 63 62 募集定員減 ８０→６０

14 80 115 1.44 84 83

13 80 118 1.48 87 87

12 80 109 1.36 86 84 募集定員減 １００→８０

11 100 123 1.23 100 98

10カ年平均 1.36

１　授業料・入学料

Ｈ１９

Ｈ１８

Ｈ１７以前

２　減免制度

＜参考＞

　　（円）

※平成１７以前の授業料は、全日制課程の授業料（年額１０８，０００円）の
１．５倍

合　　計授業料入学料

271,600

　平成１８年度から、授業料の減免制度（半額免除）を、全日制・定時制課程に準じて導入し
た。

　民間予備校の授業料等を勘案しながら、授業料については平成１８，１９年度の２年間で段
階的に引き上げ、入学料についても平成１８年度に引き上げた。

5,550
10,000

10,000 261,600

211,200
162,000 167,550

221,200

平成２０年度県立高等学校専攻科入学者選抜結果について

区分 入学年度 入学者数募集定員 合格者数競争率

鳥取東高

倉吉東高

米子東高

志願者数

11



県立高等学校専攻科入学者の自校・他校出身者割合の推移

鳥取東高等学校
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倉吉東高等学校
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米子東高等学校
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各地区高等学校卒業生の専攻科等への進学数の推移（公私計）

東部地区

40 40 52 44

204
156

159
152

47

35
32 42

鳥取東高専攻科　36

市内予備校等　280

県外　81

32
7

2

不明等　2
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鳥取東高専攻科
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西部地区
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【国立大学】

No 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東 NO 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東

1 北海道大 1 11 東京農大 2 3

2 弘前大 1 12 東京富士大 1

3 東北大 1 13 東京薬大 1

4 北見工大 1 14 東京理科大 4 6

5 茨城大 1 15 東洋大 1

6 筑波大 1 2 16 日本大 4 1

7 千葉大 1 17 法政大 1 1 1

8 電気通信大 2 1 18 武蔵大 1

9 東京大 1 19 明治大 2 3 2

10 東京学芸大 1 20 明治学院大 1

11 横浜国大 2 1 2 21 明治薬科大 1

12 山梨大 1 22 立教大 1 2 2

13 富山大 1 23 早稲田大 1 3 8

14 金沢大 1 2 1 24 金沢星陵大 1

15 信州大 1 25 中京大 2

16 静岡大 1 26 同朋大 1

17 名古屋工業大 1 27 名城大 1 2

18 滋賀医科大 1 28 京都外国語大 1 1

19 京都大 2 29 京都産大 1 9

20 大阪大 1 1 1 30 京都女子大 3

21 大阪教育大 1 31 京都精華大 2

22 神戸大 1 1 2 32 京都橘大 1 3

23 兵庫教育大 1 33 京都光華女子大 1

24 奈良教育大 1 34 京都薬大 1

25 奈良女子大 1 35 同志社大 1 10

26 和歌山大 2 1 36 同志社女子大 2 4

27 鳥取大 6 2 3 37 佛教大 1 4 2

28 島根大 3 2 38 立命館大 9 22 16

29 岡山大 2 1 39 龍谷大 2 11 4

30 広島大 2 7 3 40 大阪医科大 2

31 山口大 2 4 1 41 大坂国際大 1

32 徳島大 1 2 1 42 大阪薬大 1 2

33 鳴門教育大 1 43 関西大 10 6 9

34 香川大 1 1 44 関西外大 1 3 1

35 愛媛大 2 2 45 関西福祉科学大 1

36 高知大 3 46 近畿大 4 2 5

37 九州大 2 1 47 摂南大 1

38 長崎大 1 48 桃山学院大 1

39 大分大 1 49 関西国際大 2

40 宮崎大 1 50 関西学院大 6 16 6

41 鹿児島大 1 51 甲南大 4 2

42 琉球大 1 52 神戸学院大 2 2 2

国立大学計 31 47 27 53 神戸国際大 1

54 神戸女子大 3

【公立大学】 55 神戸親和女子大 4

NO 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東 56 神戸薬大 1 1

1 首都大学東京 1 1 57 姫路獨協大 2

2 福井県立大 2 2 58 武庫川女子大 2 2 1

3 愛知県立大 1 59 兵庫医療大 1

4 大坂市立大 1 1 60 帝塚山大 2

5 兵庫県立大 1 1 61 天理大 1

6 神戸市外国語大 1 62 奈良大 5 1

7 島根県立大 1 63 鳥取環境大 1

8 岡山県立大 1 64 岡山商科大 1

9 尾道大 1 1 65 岡山理科大 2 1

10 下関市立大 1 1 66 川崎医療福祉大 1

11 長崎県立大 1 67 吉備国際大 2

公立大学計 3 9 7 68 倉敷芸術科学大 1

69 就実大 1

【私立大学】 70 美作大 1

NO 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東 71 広島国際大 1 3

1 青山学院大 2 1 72 広島修道大 1

2 北里大 1 73 広島女学院大 2

3 慶応義塾大 1 1 74 広島文教女子大 1

4 駒澤大 1 1 75 福山大 1

5 専修大 2 76 松山大 2

6 創価大 2 77 福岡大 1

7 大東文化大 1 78 長崎外国語大 1

8 玉川大 2 私立大学計 90 151 99

9 中央大 3 3 3 合計 124 207 133

10 東海大 1 1

平成１９年度県立高校専攻科修了生　大学合格者数一覧
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No 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東 NO 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東

1 北海道大 1 1 首都大学東京 1 1

2 弘前大 1 2 福井県立大 1 2

3 東北大 1 3 大坂市立大学 1 1

4 北見工大 1 4 兵庫県立大 1

5 茨城大 1 5 神戸市外国語大学 1

6 筑波大 1 2 6 岡山県立大学 1

7 千葉大 1 7 尾道大 1

8 電気通信大 2 1 公立大計 2 4 5

9 東京大 1

10 東京学芸大 1 NO 大学名 鳥取東 倉吉東 米子東

11 横浜国大 2 1 1 1 慶応義塾大 1

12 山梨大 1 2 駒澤大 1

13 富山大 1 3 創価大 1

14 金沢大 1 1 4 中央大 1

15 信州大 1 5 東京理科大 1 2

16 静岡大 1 6 日本大 1

17 名古屋工業大 1 7 法政大

18 滋賀医科大学 1 8 明治大 1

19 京都大 1 9 立教大 1

20 大阪大 1 1 1 10 早稲田大 1

21 大阪教育大 1 11 同朋大 1

22 神戸大 1 1 2 12 京都産大 1 1

23 兵庫教育大 1 13 京都女子大 2

24 奈良教育大 1 14 京都薬大 1

25 奈良女子大 1 15 同志社大 1 3

26 和歌山大 2 1 16 同志社女子大 1 1

27 鳥取大 6 2 3 17 立命館大 2 2

28 島根大 3 2 18 関西大 1

29 岡山大 2 1 19 関西外大 1

30 広島大 2 4 3 20 桃山学院大 1

31 山口大 2 4 21 関西学院大 2 2 1

32 徳島大 1 1 22 神戸学院大 1

33 鳴門教育大 1 23 神戸女子大 1

34 香川大 1 1 24 神戸薬大 1

35 愛媛大 2 2 25 奈良大 1

36 高知大 3 26 岡山理科大 1

37 九州大 2 27 広島国際大 1 2

38 長崎大 1 28 福岡大 1

39 大分大 1 私立大学計 12 19 13

40 宮崎大 1 短期大学 1 1

41 鹿児島大 1 予備校・その他 4 2 3

42 琉球大 1 合計 49 67 44

国立大計 30 41 23

平成１９年度県立高校専攻科修了生　大学進学者数一覧
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青少年・文教課
１　県が認可した予備校（専修学校・各種学校）

学校名 種別 認可年度 所在地
鳥取予備校 各種学校 H５ 鳥取市
あすなろ予備校 専修学校 Ｈ６ 鳥取市
倉吉予備校 各種学校 Ｈ１３ 倉吉市
中央高等学園 専修学校 Ｈ１８ 倉吉市
若葉学習会専修学校 専修学校 Ｓ５１ 米子市
米子予備校 各種学校 Ｈ１３ 米子市

２　在籍生徒数の推移
学校名 H16 H17 H18 H19

鳥取予備校 162 152 95 97
あすなろ予備校 105 61 69 55
倉吉予備校 40 27 19 31
中央高等学園 ― 7 5 8
若葉学習会専修学校 40 48 27 31
米子予備校 13 19 22 16

地区別計 H16 H17 H18 H19
東部 267 213 164 152
中部 40 34 24 39
西部 53 67 49 47

・各予備校大学受験科　5月１日在籍生徒数

３　授業料の状況
学校名 入学料 授業料（年間） 施設費 合計

鳥取・倉吉・米子予備校 30,000 360,000 20,000 410,000
あすなろ予備校（国公立系） 30,000 360,000 20,000 410,000
若葉学習会専修学校 60,000 400,000 60,000 520,000
中央高等学園 30,000 360,000 20,000 410,000

専攻科 10,000 261,600 ― 271,600
・専攻科の授業料の設定（Ｈ１８・１９で段階的に見直し）
　　当時の県内民間予備校３校（あすなろ、鳥取、若葉）の授業料平均（350,000円）の７５％

県　内　の　私　立　予　備　校　の　状　況

学校法人　iｓｍ
坂根　徹

設置者
坂根　徹
学校法人　鶏鳴学園
坂根　徹
有限会社　阪本進学教室
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４　県立専攻科の定員
学校名 H16 H17 H18 H19
鳥取東 60 60 50 50
倉吉東 80 80 70 70
米子東 60 60 50 50

５　県内浪人生（人数）の推移
※高等学校課調べ

地区別浪人生数（公私計） H16 H17 H18 H19
東部 399 293 238 245
中部 151 135 101 133
西部 239 215 162 185

＜考えられる減少要因＞
・Ｈ１８は現役合格率が高かった

・大学全入時代の到来

・県立高校（普通科系）の定員減⇒3年後の卒業生の減少

　　　Ｈ１５―鳥東、鳥西、八頭、米東、境

　　　Ｈ１7―鳥東

　　　Ｈ１9―鳥西
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